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１．　平成２２年度に実施した行政改革の内容

項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２２年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

住民サービスを目的とした事業の展開 本庁舎１階フロアに業務案内を表示し、１階支柱に番号を
貼り付けして、来庁した住民に分かりやすいよう配慮した。

時間外窓口サービスの見直し Ｈ１８．４より毎週金曜日午後７時までの開庁とし、時間外
手当での対応から時差出勤制度を導入し人件費を抑制し
た。
○Ｈ２２年度実績
　４月実績　　３件　　　５月実績　　２件　　６月実績　　４件
　７月実績　　８件　　　８月実績　　７件　　９月実績　　４件
　１０月実績　６件　　１１月実績　　５件　１２月実績　　９件
　１月実績　　７件　　　２月実績　　１件　　　３月実績　５件
　　　年間実績　６１件

Ｈ２３．５より毎週土曜日午前８時３０分～１２時までの開庁
とし、対応できる書類も印鑑登録や戸籍証明を追加し、住
民サービスの向上を図るとともに、時間外手当については
代休で対応することにより人件費を抑制する。

八千代町職員の時差出勤制度に関する規則
（参考）
Ｈ18年度実績　75件
Ｈ19年度実績　61件
Ｈ20年度実績　84件
Ｈ21年度実績　93件

Ｈ23年度実績
 4月 　4件　　5月　26件　　6月  21件
 7月  28件　　8月  11件　　9月　27件
　上半期合計　117件

民間委託の検討 Ｈ２２年度に民間委託した業務
・犬猫等死骸収集業務　（4,200円／１件）
　　136件　571,200 円

複数年契約の実施による委託料の削減

・５ヵ年契約（Ｈ２０～Ｈ２４）：３４業務
　　Ｈ１９委託料　　　　２４，９１９千円
　　Ｈ２２委託料　　　　２２，９５５千円
　　　削　減　額　　　　 　１，９６４千円

・３ヵ年契約（Ｈ２２～Ｈ２４）：６業務
　　Ｈ２１委託料　　　　２５，４９４千円
　　Ｈ２２委託料　　　　２４，６７５千円
　　　削　減　額　　　　 　　　８１９千円

西山浄水場管理委託契約の見直し
　　Ｈ２１委託料　　５４０千円
　　Ｈ２２委託料　　２８９千円
　
　　Ｈ２２新規契約
　　　不具合時の緊急出動処理業務委託料
　　　　　　　　　３１千円／１回

事務処理マニュアルの活用 全課全係で事務処理マニュアルを作成しウェブオフィスに
掲載

外部事務の改善

内部事務の改善 委託料の見直し



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２２年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

事務事業の整理合理化 福祉タクシー業務 Ｈ１８．４月より福祉巡回バスに代わって福祉タクシーを導
入

Ｈ２２年度実績　　　申請２９人
利用人数１８人　　２４４，４００ 円
　　　　　　　　　　 (450円×54枚、710円×310枚）

　　※初乗り運賃を助成（小型車450円、中型車710円）

八千代町福祉タクシー利用料金助成要項
（参考）
H18年度実績　　　申請１２人
利用人数　８人　53,300円（650円×82枚）
H19年度実績　　　申請２５人
利用人数２０人　157,610円(650円×154枚,　710円
×81枚）
H20年度実績　　　申請２７人
利用人数１９人　　232,880 円 (710円×328枚）
H21年度実績　　　申請３０人
利用人数２１人　　262,700 円 (710円×370枚）

職員給料の支給額（選挙手当てを除く）

　　Ｈ２２年度　　　　　７１７，３７２千円

　　Ｈ２１年度比　　　＋　９，７３３千円

八千代町職員の給与に関する規則
職員給料の支給額（選挙手当てを除く）
H17年度　　７３７，７２１　千円
H18年度　　７３９，６５３　（＋　１，９３２）
H19年度　　７３０，６７０　（▲　８，９８３）
H20年度　　７１６，７３７　（▲１３，９３３）
H21年度　　７０７，６３９　（▲　９，０９８）

勧奨退職に伴う特別昇給（直近上位又は８号級の昇給）廃
止

人件費の抑制のため時間外手当についても削
減を図る。

　　Ｈ２２年度時間外手当　　　１２，５６１千円

　　Ｈ２１年度比 　　　　　　　　　　＋７７８千円

（参考）
H18年度時間外手当　　　１９，８６１千円
H19年度時間外手当　　　１５，２７３千円
H20年度時間外手当　  　１３，８７８千円
H21年度時間外手当　　　１１，７８３千円

財政の健全化 補償金免除繰上償還の実施による公債費負担
の軽減

「公営企業経営健全化計画」を策定し経営改革を行う地方
公営企業が対象となる、高金利地方債の補償金免除繰上
償還を行い、公債費負担の軽減を図った。

・水道事業（H19～H21実施）
　　借換本数　８本
　　　借換前利子　２５６，１１７千円
　　　　〃 後利子　　４２，８３２千円
　　　　軽減額　　　２１３，２８５千円

・農業集落排水事業（H22～H24実施）
　　H22年度借換本数　３本
　　　借換前利子　　　６，３５４千円
　　　　〃 後利子　　　　　８０５千円
　　　　軽減額　　　　　５，５４９千円

定員管理と給料の適正化 職員給料の削減



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２２年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

報酬の見直し ・給食センター運営協議会委員報酬

　　会議を午前中で終了させることで半日当の支払いで
　対応

　　Ｈ２２年度消耗品決算　  　　　　３３，８５３ 千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２１年度比　　　＋６６５）
　　Ｈ２２年度燃料費決算　  　　　　　８，５０４千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２１年度比　　　　　＋１）
　　Ｈ２２年度食料費決算　  　　　　　　　５９１千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２１年度比　　　　＋７０）
　　Ｈ２２年度印刷製本費決算　  　１１，８６９千円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２１年度比　　　＋６８９）

（参考）
H17年度消耗品額　　　　　　４３，９９７　千円
H21年度　　〃　　　　　　　 　３３，１８８  千円
H17年度燃料費額　　　　　　１０，５３６　千円
H21年度　　〃　　　　　　　　   ８，５０３  千円
H17年度食料費額　　　　　　　２，６７０　千円
H21年度　　〃　　　　　　　　        ５２１  千円
H17年度印刷製本費額　　　２２，６６８　千円
H21年度　　〃　　　　　　　　 １１，１８０  千円

公用車２台をハイブリッドカーに転換

業務終了後は、速やかに全館消灯し光熱費を削減する。
　
　Ｈ２２年度庁舎光熱費　１１，７５８千円
　Ｈ２１年度比　　　　　   ＋１，２０７千円

（参考）
H18年度庁舎光熱費　１３，０６０千円
H19年度庁舎光熱費　１１，７０５千円
H20年度庁舎光熱費　１２，０９０千円
H21年度庁舎光熱費　１０，５５１千円

議会におけるクールビズ（夏の軽装）の実施
　期間６月１日～９月３０日

町税等の徴収率の向上 全職員による特別滞納整理班の設置

Ｈ２２年度特別滞納整理(H23.2.1～H23.2.15)
                   収納額：　１２，０７４千円

（参考）
H18年度　収納額：２９，０８２千円
H19年度　収納額：３１，８４３千円
H20年度　収納額：５８，３７２千円
H21年度　収納額：１６，７７２千円

有料広告の推進 Ｈ２２年度実績
・広報紙有料広告掲載
　　２５件　１４９，０００円
・公式ホームページバナー広告掲載
　  １１社　４７８，０００円

（参考）
H21年度実績
・広報誌有料広告掲載
　　３３件　182,000円
・公式ホームページバナー広告掲載
　　１１社　264,000円
・窓口封筒有料広告
　　１社　20,000円

八千代町公式ホームページのリニューアル
　　　　平成２２年４月１日

町ホームページ「八千代町議会」内に一般質問通告者一覧
を掲載（２２年第３回（９月）議会～）

平成22年9月7日

財源確保対策

情報公開 ホームページの充実

経費の節減合理化

需用費の経費削減
（消耗品・燃料費・食料費・印刷製本費）

地球温暖化防止計画の達成に努力することと
し、不用な電気、水道の節約を図る。



項　　　　　　目 改　　　革　　　内　　　容 ２２年度の実施内容 備　　　　　　　　　　　　　　考

町ホームページに選挙に関する情報を掲載

パブリックコメントの導入 ２２年度にパブリックコメントとして外部の意見を聞いた計
画等
　・農業委員会事務局
　　「平成２２年度の目標及びその達成に向けた活動計画」
　　「平成２１年度の目標及びその達成に向けた活動の
　　　点検・評価」
　・都市建設課
　　「八千代町耐震改修促進計画」
　・企画財政課
　　「第５次総合計画」

ガラス張りの行政 町ホームページに情報掲載
　・企画財政課
　　「行財政集中改革プランの効果と検証」
　・上下水道課
　　「地域再生計画の事後評価公表」

町民と行政が一体となった活動 住民参加型で進めた事業
・鬼怒川クリーン作戦
　　実施日：平成２２年７月４日
　　参加人数：鬼怒川沿行政区約１０００人

公募による町民参加型の体制づくり Ｈ２２年度に構成員に対し公募により募集した協議会等

・男女共同参画推進委員

地域協働



部署名 事　務　事　業　名 活動概要（具 体 的 内 容）
平成21年度
決算額（千円）

平成21年度
決算額の説明

平成22年度
決算額（千円）

平成22年度
決算額の説明

差額 増減率

税務課 納税組合業務 納税協力員を通じて納税組合の支援を行う。 16,466

2237千円
納税協力員報酬

14229千円
納税組合維持管理補助金

15,492

2221千円
納税協力員報酬

13271千円
納税組合維持管理補助金

-974 -5.9%

税務課
固定資産
公図整理保管業務

固定資産税台帳支援ｼｽﾃﾑによる整理保管及び異動処
理を行う。

3,969

231千円
光ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ保守委託
3360千円
土地家屋異動処理業務委
託
378千円
固定資産税課税台帳支援
ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料

3,357

278千円
光ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ保守委託
2625千円
土地家屋異動処理業務委
託
454千円
固定資産税課税台帳支援
ｼｽﾃﾑﾘｰｽ料

-612 -15.4%

福祉保健課 地域支援事業 要介護認定前の高齢者に対する予防を実施する。 2,149
通所型介護予防委託料

1,689
委託料の見直しにより削減

-460 -21.4%

生活環境課
下妻広域事務組合運営事業
(清掃総務費）

広域事務組合が運営する、し尿処理施設、ごみ処理施
設、公園施設に対して負担する。

429,249 一部事務組合負担金 382,233 一部事務組合負担金 -47,016 -11.0%

生活環境課 下妻広域事務組合負担金(ヘキサホール）
火葬、通夜、告別式の儀までを総合的に執り行うヘキ
サホール事業への負担をする。

23,924 一部事務組合負担金 23,761 一部事務組合負担金 -163 -0.7%

企画財政課
下妻広域事務組合運営事業
（人件費・フィットネスパーク・公共用地）

一部事務組合の運営に対する負担と議会や各種会議
により組合の協議を行う。

132,751 下妻地方広域事務組合負
担金

131,134

下妻地方広域事務組合負
担金
○人件費の減
○工事費の減
○繰越金との調整による負
担金の見直し

-1,617 -1.2%

福祉保健課 下妻広域事務組合負担金(砂沼荘） 砂沼荘の運営費を負担する。 4,011
老人福祉センター砂沼荘
運営負担金

3,685
老人福祉センター砂沼荘
運営負担金

-326 -8.1%

福祉保健課 小児医療輪番制負担業務
休日・夜間の小児緊急医療体制に対して負担金を支払
う。

315 小児医療輪番制負担金 295 小児医療輪番制負担金 -20 -6.3%

福祉保健課 下妻地方広域シルバー人材センター負担金

原則60歳以上の高年齢者が会員となり、民間事業所・
個人家庭・公共団体等からの日常生活に密着した、臨
時的かつ短期的な仕事を受注し、会員に仕事を提供す
る。

3,895 下妻地方広域シルバー人
材センター負担金

3,881 下妻地方広域シルバー人
材センター負担金

-14 -0.4%

産業振興課 山川水系排水改修促進協議会業務
山川水系の排水機場の早期改修及び新堀川の浚渫を
促進する。

90
山川水系排水改修促進協
議会負担金

0
山川水系排水改修促進協
議会負担金
○事業の休止による

-90 皆減

平成２２年度　事務事業・補助金など削減の効果額

法で定められた義務的な事務

国・県、近隣市町村などへの負担金



部署名 事　務　事　業　名 活動概要（具 体 的 内 容）
平成21年度
決算額（千円）

平成21年度
決算額の説明

平成22年度
決算額（千円）

平成22年度
決算額の説明

差額 増減率

平成２２年度　事務事業・補助金など削減の効果額

学校教育課 県中学校体育連盟業務 茨城県中学校体育連盟に対し、負担金を供出する。 173 負担金 156 負担金 -17 -9.8%

農業委員会 県農業会議業務
県農業会議と連携し、農業委員会活動・農業者年金・全
国農業新聞等の推進支援、担い手・農業生産法人の育
成等に関する支援を行う。

483 県農業会議負担金 472 県農業会議負担金 -11 -2.3%

企画財政課 庁内電算システム管理運営業務
庁内における基幹系、情報系の電算システムのハー
ド、ソフト、処理、開発、改修、保守等の管理運営を行な
う。

103,446

消耗品           173,455
修繕費           343,035
通信運搬費 3,235,680
システム開発・改修委託料
など    48,520,854
機器賃借料 47,251,716
備品購入費   602,469
負担金        3,318,363

99,167

消耗品            97,272
修繕費           136,290
通信運搬費  3,225,600
システム開発・改修委託料
など    42,478,149
機器賃借料 49,295,877
備品購入費   12,516
負担金        3,920,691

○システム改修委託減
（税関係：住民税年金）

-4,279 -4.9%

学校教育課 TT講師配置業務
少人数加配教員が配置されていない学校に県費負担1/2を
受けてTT講師を配置する。

4,717 TT特別配置 3,117
TT特別配置
３人→２人

-1,600 -33.9%

総務課
法制執務事務
条例・規則等の制定、改廃及び公告

法規文書として、議会の議決を要する条例、要しない規
則等の公布及び例規集の整備を行う。（法例審査会含
む）

3,235
・印刷製本費
　　　　　　3,108,209円

・使用料　126,000円

2,883
・印刷製本費
　　　  　　2,756,490円

・使用料　126,000円

-352 -10.9%

総務課 土地借上業務 14関連施設の用地を借りる。 13,389 土地借上料 13,116 土地借上料 -273 -2.0%

総務課
文書管理事務
文書収受、発送業務

一般文書・親展文書・小包等の集配及び発送料金の即
日処理を行う。（郵便局への往復）

8,907 通信運搬費 8,716 通信運搬費 -191 -2.1%

総務課 新入団員活動服等の整備
消防団員の活動服、帽子、半長靴、長靴等の整備を行
う。

1,127
新入団員活動服等の整備

1,014
新入団員活動服等の整備

-113 -10.0%

総務課 町有地管理業務委託 町有地の除草作業等の業務を委託する。 1,847 町有地管理 1,746 町有地管理 -101 -5.5%

＜内部管理事務＞



部署名 事　務　事　業　名 活動概要（具 体 的 内 容）
平成21年度
決算額（千円）

平成21年度
決算額の説明

平成22年度
決算額（千円）

平成22年度
決算額の説明

差額 増減率

平成２２年度　事務事業・補助金など削減の効果額

生活環境課 西山工業団地水道施設管理業務 施設の管理、保守点検等の業務を委託する。 540
管理委託料
540,000円

321

管理委託料
320,500円
（契約額540,000円から
289,000円に減額）
緊急出動処理業務委託
（31,000円/１回で新規契
約）

-219 -45.2%

都市建設課
道路維持管理補修
町道草刈り清掃作業委託

道路沿道の草刈り清掃作業の委託を行う。 2,565 町道草刈・清掃作業委託
料

2,342 町道草刈・清掃作業委託
料

-223 -8.7%

総務課
庁舎管理
庁舎電話リース業務

庁舎電話システムのリース契約 2,282
リース料

2,108
リース料

-174 -7.6%

都市建設課
道路維持管理補修
道路パトロール作業委託

道路パトロール及び簡易補修箇所の補修作業の委託
を行う。

403
道路パトロール作業委託
料

259
道路パトロール作業委託
料

-144 -35.7%

総務課 交通安全施設修繕業務 町内にある交通安全施設の修繕をする。 421
修繕費 375,375円

カーブミラー代 45,000円

286
修繕費 233,625円

カーブミラー代 52,000円

-135 -32.1%

生涯学習課 歴史民俗資料館管理委託業務
資料館の保守点検業務等を総務課一括契約で委託す
る。

1,184 管理委託料 1,096 管理委託料 -88 -7.4%

学校教育課 各小中学校にコンピュータ教室を整備 児童生徒用・教師用コンピュータを各小学校に配備 51,499
小学校　38,715,600円
中学校　12,783,330円

29,717
小学校　16,914,198円
中学校　12,803,700円

-21,782 -42.3%

給食センター
給食調理事業
賄材料の調達業務

毎月の献立表に基づき、賄材料の発注契約業務を行
う。また、日々の食材調達の検収を行う。

108,560

賄材料代　　108,559,330円
（保護者負担　101,090,330
円）
（町助成　7,469,000円）

103,696

賄材料代　　103,695,713円
（保護者負担　96,388,713
円）
（町助成　7,307,000円）

-4,864 -4.5%

産業振興課 農林航空防除隊委託業務 病害虫防除隊による町内一斉防除を行う。 1,000 航空防除委託料 800 航空防除委託料 -200 -20.0%

福祉保健課 単位老人クラブ助成金
老人の生きがいと健康づくりのため社会活動やレク
リェーションを行う。

1,008
単位老人クラブ助成事業
補助金

729
単位老人クラブ助成事業
補助金

-279 -27.7%

福祉保健課 老人クラブ連合会助成金 各単位老人クラブの相互調整と情報交換を行う。 401
老人クラブ連合会助成事
業補助金

317
老人クラブ連合会助成事
業補助金

-84 -20.9%

＜補助金　・　負担金＞

＜町の単独事業＞

＜施設管理や維持補修＞



部署名 事　務　事　業　名 活動概要（具 体 的 内 容）
平成21年度
決算額（千円）

平成21年度
決算額の説明

平成22年度
決算額（千円）

平成22年度
決算額の説明

差額 増減率

平成２２年度　事務事業・補助金など削減の効果額

福祉保健課 生きがい対策事業補助金
敬老の日前後に行われる各地区毎の老人クラブ芸能
の集いに対して補助する。

752
生きがい対策事業（芸能の
集い）補助金

741
生きがい対策事業（芸能の
集い）補助金

-11 -1.5%

生涯学習課 体育協会補助金 体育協会の活動を支援する。 1,560 町体育協会補助金 1,300 町体育協会補助金 -260 -16.7%

生涯学習課 子ども会育成連合会

単位子ども会活動支援・町連合会組織運営及び各種活
動支援を行う。
・サマーキャンプ(８月：２泊３日)
・親子映画会　　(10月)
・子どもフェスティバル(11月)
・親子スキーのつどい(１月)
・ジュニアリーダー研修会（6月）
・子ども会リーダー研修会（10月）

612

　
町子ども会育成連合会補
助金
　
県子ども会育成連合会負
担金

413

　
町子ども会育成連合会補
助金

県子ども会育成連合会負
担金

-199 -32.5%

福祉保健課 保育所施設運営研究費助成金
町内の保育所に町単独費で施設運営研究費を補助す
る。

2,100
施設運営研究費
（420,000円*５ヶ所）

2,000
施設運営研究費
（400,000円*５ヶ所）

-100 -4.8%

学校教育課 私立幼稚園運営研究費補助金
私立幼稚園の運営に必要な経費に対する補助金を交付す
る。

1,692
施設運営研究費
（423,000円*４ヶ所）

1,600
施設運営研究費
（400,000円*４ヶ所）

-92 -5.4%

福祉保健課 戦没者援護事業補助金 戦没者遺族会連合会の事業活動に対して補助する。 584 神社参拝事業補助金 516
町戦没者追悼式事業補助
金

-68 -11.6%

生涯学習課 はたちのつどい交付金 新成人を一同に会し、式典を行う。 450
　
はたちのつどい実行委員
会交付金

400
　
はたちのつどい実行委員
会交付金

-50 -11.1%

生涯学習課 文化協会補助金 補助金交付と事業実施活動の支援業務を行う。 1,050 文化協会補助金 1,000 文化協会補助金 -50 -4.8%

生涯学習課 スポーツ少年団交流会助成金 近隣市町村スポーツ少年団との交流大会を行う。 152
近隣スポ少交流大会助成
金

108
近隣スポ少交流大会助成
金

-44 -28.9%

学校教育課
近隣中学校バスケットボール・バレーボール大会
業助成金

中学生のバスケットボール・バレーボール大会への助成をす
る。

50
近隣中学校バスケットボー
ル・バレーボール大会業助
成金

40
近隣中学校バスケットボー
ル・バレーボール大会業助
成金

-10 -20.0%

学校教育課 週５日制事業補助金
学校が週5日になったのに伴い、子ども達の週末の活動に自
由な遊びや地域住民との交流活動を取り入れて事業を行っ
ている。

241 週５日制事業補助金 231 週５日制事業補助金 -10 -4.1%

生涯学習課 森林愛護運動推進補助金
社会教育係と連携し、児童生徒の森林愛護活動を実施
する。

40 森林愛護補助金 30 森林愛護補助金 -10 -25.0%

生涯学習課 県西地区壮年ソフトボール大会助成金 県西地区ソフトボール大会を実施する。 60
県西地区壮年ソフトボール
大会助成金

57
県西地区壮年ソフトボール
大会助成金

-3 -5.0%

生涯学習課 三武道大会助成金 三武道(柔道・剣道・空手道)大会を実施する。 48 三武道大会助成金 46 三武道大会助成金 -2 -4.2%



部署名 事　務　事　業　名 活動概要（具 体 的 内 容）
平成21年度
決算額（千円）

平成21年度
決算額の説明

平成22年度
決算額（千円）

平成22年度
決算額の説明

差額 増減率

平成２２年度　事務事業・補助金など削減の効果額

都市建設課 幹線道路補修事業（一級町道改良済路線） 一級町道の舗装補修工事の設計、発注、管理を行う。 65,436
　
幹線道路補修工事請負費

23,499
　
幹線道路補修工事請負費

-41,937 -64.1%

都市建設課
町道排水整備
排水整備箇所選定業務

行政区からの要望とりまとめやパトロールにより排水整
備状況を把握する。

37,895

　
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道排水整備工事請負費

9,378

　
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道排水整備工事請負費

-28,517 -75.3%

都市建設課
広域農道補修
工事設計積算管理業務

広域農道の舗装補修工事の設計、発注、管理を行う。 30,135
　
広域農道補修工事請負費

6,069
　
広域農道補修工事請負費

-24,066 -79.9%

都市建設課 法止工事箇所選定業務
行政区からの要望とりまとめやパトロールにより町道法
くずれ状況を把握する。

5,579
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道法止工事請負費

1,231
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道法止工事請負費

-4,348 -77.9%

都市建設課
一般町道舗装
舗装箇所選定業務

行政区からの要望とりまとめやパトロールにより道路状
況を把握する。

4,965

　
町道舗装及び排水工事測
量委託料
一般町道舗装工事請負費

924
　
一般町道舗装工事請負費

-4,041 -81.4%

都市建設課
町道舗装補修
舗装補修箇所選定業務

行政区からの要望とりまとめやパトロールにより道路状
況を把握する。

31,670

　
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道補修舗装工事請負費

59,336

　
町道舗装及び排水工事測
量委託料
町道補修舗装工事請負費

27,666 87.4%

都市建設課 桜まつり会場設置業務
桜の開花に併せ、夜間開放するために、照明機器等の
設置を行う。

310
桜まつり会場設置工事請負
費

35
桜まつり会場設置工事請負
費

-275 -88.7%

総務課
交通安全施設整備
反射鏡、防犯等の整備工事

反射鏡、道路照明灯(防犯灯)の設置をする。 1,136 設置工事費 993 設置工事費 -143 -12.6%

産業振興課 国営霞ヶ浦用水事業負担金
水資源機構営事業により送られた用水を国が建設した
用水路、用水機場及び調整池に用水を供給する事業
の負担金を支出する。

238,691
国営霞ヶ浦用水事業負担
金

45,445
国営霞ヶ浦用水事業負担
金

-193,246 -81.0%

産業振興課
独立行政法人水資源機構営霞ヶ浦用水事業負担
金

水資源機構で整備された霞ヶ浦揚水機場及び基幹線
水路の建設事業の負担金を支出する。

18,537
独立行政法人水資源機構
営霞ヶ浦用水事業負担金

16,610
独立行政法人水資源機構
営霞ヶ浦用水事業負担金

-1,927 -10.4%

産業振興課 つくば下総地区広域営農団地整備事業負担金
関係８市町に係る広域的基幹農道の整備に対し、負担
金を支出する。

1,185
つくば下総地区広域営農
団地整備事業負担金

662
つくば下総地区広域営農
団地整備事業負担金

-523 -44.1%

産業振興課
つくば下総地区広域営農団地推進連絡協議会業
務

つくば下総広域営農団地整備事業の円滑な推進を図
り、早期完成に向けての活動を実施する。

50
つくば下総地区広域営農
団地推進連絡協議会負担
金

30
つくば下総地区広域営農
団地推進連絡協議会負担
金

-20 -40.0%

施設や道路整備などの町単独事業

施設や道路整備などの補助事業



２．今年度における行財政改革の動き 

 
時差出勤制度の見直し                        ＜事務事業＞ 

（概要） 
時差出勤制度・・・・職員の健康及び時間外勤務の抑制を目的に勤務時間を変更する制度 
 
これまでの「八千代町職員の時差出勤制度に関する規則」（平成１８年３月策定） 
・町民課で実施する「時間外窓口サービス」（金曜日午後５時３０分から７時まで）に合わ

せて、実施日の勤務時間を午前１０時３０分から午後７時１５分までとするものです。 
 
   ・時間外の窓口サービスを土曜日の午前中に変更（H23.5.14～） 
    （戸籍発行・印鑑登録を追加、代休制度で対応） 

      ・これまでの規則が役にたたなくなった 
      ・廃止してもよいが、他の仕事にも広く適用するため見直しを実施 
 
改正後の「八千代町職員の時差出勤制度に関する規則」（平成２３年７月策定公布） 
・適用される勤務時間を仕事に応じ１４通りとし、柔軟性をもたせました。 
 
（勤務時間の振分け） 
区分 勤務時間の割振り 休憩時間 
Ａ型 午前 6時から午後 2時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｂ型 午前 6時 30分から午後 3時 15分まで 午後０時から１時間 
Ｃ型 午前 7時から午後 3時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｄ型 午前 7時 30分から午後 4時 15分まで 午後０時から１時間 
Ｅ型 午前 8時から午後 4時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｆ型 午前 9時から午後 5時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｇ型 午前 9時 30分から午後 6時 15分まで 午後０時から１時間 
Ｈ型 午前 10時から午後 6時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｉ型 午前 10時 30分から午後 7時 15分まで 午後０時から１時間 
Ｊ型 午前 11時から午後 7時 45分まで 午後０時から１時間 
Ｋ型 午前 11時 30分から午後 8時 15分まで 午後５時３０分から１時間 
Ｌ型 午後 0時から午後 8時 45分まで 午後５時３０分から１時間 
Ｍ型 午後 0時 30分から午後 9時 15分まで 午後５時３０分から１時間 
Ｎ型 午後 1時から午後 9時 45分まで 午後５時３０分から１時間 
 
 
 
 
 



職員提案制度の見直し                        ＜事務事業＞ 

（概要） 

職員提案制度・・・・職員から町政及び行政に対する提案を募ることにより、町の施策に

反映させる制度 
 昭和５８年に制定された制度であり、３０年近く経過していることから今年度見直しを

行い、時代に合った制度に改正します。 

 

現行制度の概要 

①提案する事項を記載した文書を提案箱に投函する。（１人又は２人以上で）  常時可 
   ［所属、氏名、提案事項、内容（現状、問題点、改善案、効果）］ 
           ↓ 
②企画財政課で投函された提案を取りまとめる。 
           ↓ 
③事務改善促進委員会で提案を審査（所属・氏名秘） 
           ↓ 
④審査結果（実現可・実現不可・要検討・わく外）を町長に報告 
           ↓ 
⑤町長の意思決定（採用（一部採用含む）・不採用・保留） 
           ↓ 
⑥決定結果を提案者に通知 
           ↓ 
⑦提案者氏名・その概要を公表（原則） 
           ↓ 
⑧提案の実現を関係課長に要請 
           ↓ 
⑨関係課長は、実施について必要な措置を講じる。 
           ↓ 
⑩  〃   結果について企画財政課長に報告 
           ↓ 
⑪採用した提案に、記念品を贈呈。また、不採用でも年５件以上の提案者に記念品。 

 

見直しのポイント 
・目的に「住民サービスの向上のため」などの視点を追加 
①提案方法や提案様式を検討・・・提案箱は古すぎる 
③審査にあたり必要に応じ、関係課や提案者から意見聴取、説明などを求める 

③審査結果（提案）の効果区分 Ａ住民サービスの向上 Ｂ業務環境・効率アップに寄与 

               Ｃ経費節減      Ｄ歳入の増加 

⑦公表の方法 

⑪記念品の贈呈などのほう賞のあり方 

など検討し今年度中の改正を目指す 



産業戦略会議（企業誘致など）                    ＜財政運営＞ 

 

八千代町産業戦略会議について 

１．設立趣旨 

八千代町の産業振興を戦略的に推進し、町内産業の活性化を図り、若者が定住できる夢の

あるまちづくりを提案するため八千代町産業戦略会議を設置したものです。 
 
２．会議内容 

産業戦略会議は、下記に掲げる事項を会議内容としています。 
(1) 企業の誘致に関すること 
(2)  定住及び移住の促進に関すること 
(3)  その他、産業活性化策に関して必要な事項 

 
３．会議委員 

委員は、町内各種団体、役場関係課長併せて１５名で、委員の互選により委員長に生井議

会議長、副委員長に秋葉商工会長にお願いしました。 
 
４．開催経過 

 既に２回の戦略会議を開催し、日野自動車の古河名崎工業団地進出を受け、現在活発な議

論が展開されているところであります。 
 
第１回 ６月２１日 
 協議事項 

(1) 会議の目的と今後の進め方について 
(2) 八千代町の現状について 
(3) 企業誘致等の動向について 
(4) その他 

 
第２回 ８月２４日 
 協議事項 

(1) 企業誘致活動としての対応等について 
(2) 企業誘致優遇策について 
(3) 八千代町のセールスポイントについて 
(4) 八千代町のセールスポイントを生かしたライフスタイルの提案について 
(5) その他 
 

  



行政サービスの制限 ＜財政運営＞ 

（概要） 
税金の滞納者に対しては、既にサービスを制限している事業が２２件あります。しかし、

どこの課の何という事業が制限をかけているのか明確でないので、町として統一した規則

を作り、新規該当事業も含めて検討しています。 
 

（検討内容） 

○「八千代町行政サービスの制限に関する規則」（案）を策定 

●滞納者に対して、（原則として）行政サービスの制限を実施する。 

●担当課は、税務課などで納付状況を確認したうえでサービス制限の可否を確認す

る。 

●未申告者については、申告、納税をしてからサービスを提供する。 

●担当課は、各事業の法令に対して、制限に関する必要事項を明記する。 

●担当課は、申請者から納付状況を調べることへの同意を得たうえで税務課などへ照

会する。 

●申請者に対し、サービス制限の目的を説明し、理解を得る。 

●サービス制限の対象事業（３１件） ※は新規 

総務課（１） 一般競争入札・指名競争入札の参加者資格 

秘書課（１） 広報やちよ有料広告の掲載 

企財課（１） ※八千代町公式ホームページ有料広告の掲載 

町民課（５） ※窓口用封筒有料広告の掲載  国民健康保険被保険者の資格 

 国民健康保険給付      国民健康保険高額療養費の貸付 

 人間ドッグ検診料助成金   

福祉保健課 

（６） 

 ※重度身体障害者（児）住宅リフォーム助成金 

 ※ねたきり老人等紙おむつ代助成金  ※難病患者見舞金 

 ※福祉タクシー利用料助成金  介護保険給付 

  すこやか保育応援事業助成金 

生環課（１）   生ゴミ自家処理機購入補助金 

産業振興課 

（９） 

 農業経営基盤強化利子助成金 認定農業者育成推進資金利子助成金 

 農林漁業災害資金等利子補給金 農協系統農業災害資金利子助成補助金 

 認定農業者規模拡大円滑化助成事業費補助金 中小企業事業資金融資斡旋 

中小企業事業資金保証料補助金  ※優良種畜導入事業補助金 

 ※地域資源循環畜産環境対策事業補助金 

都建課（１）  木造住宅耐震診断士派遣の実施 

上下水道課 

（６） 

 浄化槽設置整備事業補助金  単独浄化槽撤去補助金 

 排水設備指定工事店の指定  私道における公共下水道設置工   

事の実施  水洗便所改造資金助成金  水道水の供給 

 
 



一課一行革運動                           ＜組織機構＞ 

 

２３年度に各課で設定した一課一行革運動 

課名 取組テーマ 内容 

秘書課 接遇の向上 来客に対し、あたりまえのように対応しているが、どこか不

完全な所がないか再確認する。 

総務課 リサイクル封筒の利用 県庁及び合同庁舎への郵便物は、リサイクル封筒を使用

する。 

企画財政課 コピー用紙の両面印刷の推

進 

資料の作成時には、必ず両面印刷とし、ミスプリントの際

も廃棄せずもう片方の面を有効利用する。 

税務課 「住民サービス（窓口事務）

の向上」継続 

きれいで・わかりやすく＆スピーディな事務体制確立 

町民課 窓口対応の改革 証明書発行と届出申請受理受付の窓口を区分する。 

福祉保健課 電気使用量の削減 休憩時間中(昼休み)における照明の一部消灯 

生活環境課 業務の共有化（グループ制） 課内の業務内容を担当者（係）以外の職員も把握・共有

する。 

産業振興課 課内スケジュール管理 グループウエアのスケジュールに、課員各自の公の予定

および私的であっても差し支えない予定は入力する。 

都市建設課 安全・安心な町道を目指し

て 

課職員全員による、町道パトロール（月 2回実施）を行うこ

とにより、道路の陥没及び破損箇所を見つけ、早急に補

修を行い、安全・安全な道路を目指す。 

会計室 来客・電話等の迅速な対応、

節電 

窓口や電話等のお客様への対応時間、事務室の蛍光灯

の節電 

上下水道課 ①昼休み当番の実施 

②事務室内の節電を実施 

①問い合わせの他、使用料の収納対応 

②消費電力の削減 

議会事務局 子ども（小学生）向け議会

パンフレットの作成・配布 

議会見学にきた小学生にパンフレットを配布する。 

農業委員会 農地法許可申請受付及び証

明書類の発行の適正な処理 

農地法許可申請書記入マニュアル等を作成し、課内の

連携や機械操作の習熟を図る。 

学校教育課 事務経費等の削減（コピー

用紙使用量の減量化） 

情報伝達の迅速化 

電子媒体（メール等）の活用により、県・教育委員会及び

学校間の情報伝達を迅速かつ正確に行い、情報の取捨

選択により用紙等の節約に心がける。 

生涯学習課 社会教育施設における職員

による環境整備の推進 

公民館、総合体育館、歴史民俗資料館、図書館の敷地

内環境美化 

給食センター 職場の環境整備。（調理場内

及び調理場周辺の環境整

理） 

給食を実施しない期間（夏休み・冬休み・春休み）には作

業日程表を作成して、調理場の細部に至る清掃、及び機

材・器具・食器の洗浄・研磨を行う。 

 また、周辺環境については、年度当初に年間計画表を

作成し、除草作業・樹木の剪定作業にあたる。  

 



事務分掌の見直し終了                        ＜組織機構＞ 

（概要） 
 今年度から２４年度にかけて、組織の見直しを行うことになっていますが、それに先駆

けて各課における事務分掌（内容）を見直しました。 
 
八千代町課設置条例の見直し内容 
見直し案件 １６件（内 削除５件・一部削除２件・修正５件・追加４件） 

 

(課等の事務分掌) 

秘書課（２件）  

(1)  秘書・渉外に関すること。 

(2) 職員の人事企画に関すること。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・（削除） 

(2) 町政の政策審議に関すること。 

(3) 公聴に関すること。       ⇒「広聴に関すること。」・・・・・（修正） 

(4) 広報に関すること。 

(5) コミュニティ活動に関すること。 

 

総務課（３件）  

(1) 議会及び一般行政に関すること。 

(2) 職員の人事管理及び給与に関すること。 

(3) 職員の研修に関すること。 

(4) 町有財産の管理に関すること。 

(5) 用度に関すること。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（削除） 

(5) 公印の管守に関すること。 

(6) 文書及び法制執務に関すること。 

(7) 消防・水防・危険物取扱いに関すること。・・・・・・・・・・・・・（一部削除） 

(8) 防災・防犯に関すること。 

(9) 交通安全対策に関すること。 

(10) 選挙管理委員会に関すること。 

(11) 国民保護に関すること。 

(12) 土地開発公社に関すること。 

(13) 他課の所管に属さないこと。⇒「事務分掌にない事務の所管課決定に関すること。」

（修正） 

 

企画財政課（１件）  

(1) 町行政運営の基本計画に関すること。 

(2) 組織及び総合企画調整に関すること。 

(3) 広域行政に関すること。 

(4) 国土利用計画及び企画開発に関すること。 

(5) 統計調査に関すること。 

(6) 財政に関すること。 



(7) 行財政改革の計画・推進に関すること。 

(8) 情報政策に関すること。 

(9) オフィスオートメーションの企画調整及び推進に関すること。 

    ⇒「庁内情報化の企画調整及び推進に関すること。」・・・・・・・・・・（修正） 

 

税務課（改正なし）  

(1) 固定資産の評価に関すること。 

(2) 町税及び県民税の賦課徴収に関すること。 

(3) 国民健康保険税の賦課徴収に関すること。 

 

町民課（６件）  

(1) 来庁者の受付・案内・応対に関すること。 ・・・・・・・・・・・・・・（削除） 

(1) 窓口業務に関すること。 

(2) 戸籍・住民基本台帳・印鑑登録・外国人登録に関すること。  

(3)  旅券事務に関すること。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（追加） 

(4) 住民記録電算に関すること。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(削除) 

(4) 軽自動車標識・自動車臨時運行許可仮標識交付証明に関すること。 

   ⇒「自動車臨時運行許可事務に関すること。」・・・・・・・・・・・・（修正） 

(5) 国保資格得喪に関すること。 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（削除） 

(5) 国民健康保険に関すること。 

(6) 高齢者医療に関すること。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（追加） 

(7) 医療福祉に関すること。 

(8) 国民年金に関すること。 

 

福祉保健課（２件）  

(1) 社会福祉に関すること。 

(2)  児童福祉に関すること。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（追加） 

(3) 介護保険に関すること。 

(4)  地域包括支援に関すること。・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（追加） 

(5) 保健衛生に関すること。 

(6) 人権問題に関すること。 

 

生活環境課（改正なし）  

(1) 環境整備保全に関すること。 

(2) 公害に関すること。 

(3) クリーンパークきぬに関すること。 

 

産業振興課（２件）  

(1) 農林及び畜産・園芸の振興に関すること。 

(2) 農林振興地域制度に関すること。⇒「農業振興地域に関すること。」・・・（修正） 

(3) 農村総合整備に関すること。 



(4) 商工振興に関すること。 

(5) 土地改良に関すること。 

(6) 霞ケ浦用水事業及び広域営農団地農道に関すること。・・・・・・・・（一部削除） 

(7) 地籍に関すること。 

 

都市建設課（改正なし）  

(1) 土木建築に関すること。 

(2) 道路・橋梁・河川に関すること。 

(3) 道路の登記事務に関すること。 

(4) 建築及び開発指導に関すること。 

(5) 都市計画に関すること。 

(6) 都市公園に関すること。 

(7) 土地区画整理に関すること。 

 

上下水道課（改正なし）  

(1) 上水道事業に関すること。 

(2) 下水道事業に関すること。 

(3) 集落排水事業に関すること。 

(4) 合併処理浄化槽に関すること。 

 
※ 去年から今年にかけてこのように事務内容の見直しを行いました。現在、組織の見直しを

検討中であり合わせてグループ制なども検討していきます。 
 



資料１ 

前行革プランの実施による効果額 

 
 平成１７年度から２１年度までの５年間、集中改革プランに掲げる具体的な

行政改革の取組みを実施したことにより、歳出の削減分として 

４１９，７４４千円の財政的効果（累積効果額）がありました。 
 

 

 ●累積効果額                      （単位：千円） 

    年 度 

項 目 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

各種 

事務事業の 

見直し 

プラン 

 
90,216 114,066 130,166 136,466 

実 績 88,764 130,323 155,555 150,807 

人件費の削減 

（給与の 

見直し等） 

プラン 9,009 37,214 66,966 87,966 115,966 

実 績 28,106 60,614 108,065 172,154 167,598 

物件費の節減 

（委託料の 

見直し等） 

プラン 

  
21,118 41,814 62,096 

実 績 33,308 29,702 15,401 

各種団体 

補助金の 

見直し 

プラン 

 
47,366 55,572 65,227 67,037 

実 績 52,674 69,594 76,314 85,938 

 

プランの実施

による効果額

合計 

プラン 9,009 174,796 257,722 325,173 381,565 

実 績 28,106 202,052 341,290 433,725 419,744 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



資料２ 

●定員適正化計画 
２３年４月１日現在・・・・１８５人（計画 １８２人） 
 
 （４年間）           （▲ １７人） 
 
２７年４月１日現在・・・・１６８人（計画 １６８人） 
 
 
 
●今後４年間の退職者数と採用範囲 
定年退職者数            採用範囲 
２３年度退職者数   ７人     ３１人―１７人＝１４人 
２４年度退職者数  １１人 
２５年度退職者数   ９人 
２６年度退職者数   ４人 
          ３１人 
 

 

198 

198 

195 

190 

186 

188 
185 

(198) 

(197) 

(194) 
(191) 

(188) 

(185) 

(182) 
(179) 

(175) 

(171) 
(168) 

150 

155 

160 

165 

170 

175 

180 

185 

190 

195 

200 

205 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 

  
実職員数 （計画） 

職員数の推移 



 組織機構対比表                                        資料３ 

課等 係   名 23.4 22.4 21.4 20.4 19.4 18.4 17.4 備考(対 17年度比) 

秘

書

課 

秘 書 公 聴    ２ ２ ３ ２ 広報係と統合 

コミュニティ ２．５ ３ ３ ３ ３ ３ ３  

広 報    ２ ２ ２ ２ 秘書広聴係と統合 

秘 書 広 報 ３．５ ４ ４      

計 ７ ８ ８ ８ ８ ９ ８ 対Ｈ１７：－１ 

総

務

課 

庶 務 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５  

管 財 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ２  

防 災    ３ ２ ２ ３ 生活環境課交通係と統合 

庁 舎 建 設       ２ 廃止 

消 防 交 通 ４ ４ ４      

計 １３ １３ １３ １２ １１ １１ １３ 対Ｈ１７：±０ 

企

画

財

政

課 

企 画 ６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ 内下妻広域派遣２ 

財 政 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３  

行 革 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

情 報 政 策 ２ ２ ２ ２ ２ ３ ４  

計 １４ １４ １４ １４ １４ １５ １６ 対Ｈ１７：－２ 

税

務

課 

収 納 管 理 ７ ７ ７ ８ ６ ５ ５ 内債権機構派遣 1(H19-20) 

資 産 税 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ５  

住 民 税 ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４  

国 保 税 ３ ３ ２ ２ ２ ２   

計 １９ １９ １８ １９ １７ １６ １５ 対Ｈ１７：＋４ 

町

民

課 

住 民 ７ ７ ６ ６ ６ ６ ４  

保 険 年 金 ８ ８ ７ ７ ７ ７  広域連合派遣 1(H22-) 

年 金       １ 廃止 

戸 籍       ３ 廃止 

計 １６ １６ １４ １４ １４ １４ ９ 対Ｈ１７：＋７ 

福

祉

保

健

課 

社 会 福 祉 ５ ５ ５ ５ ６ ６ ７  

児 童 福 祉 ３ ３ ３ ３ ３ ３   

医 療 福 祉       ２ 廃止（町民課へ） 

国 保       ５ 廃止（町民課へ） 

介 護 保 険 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５  

保 健 ６ ６ ６ ６ ６ ７ ７  

包 括 支 援 Ｃ ３ ３ ３ ２ ２   新設 

計 ２３ ２３ ２３ ２２ ２３ ２２ ２７ 対Ｈ１７：－４ 

環
境
課 

生

活 

生 活 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３  

環 境 ２ ３ ２ ２ ２ ２ ２  



交 通    ２ ２ ２  総務課へ（統合） 

ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸきぬ １ １ １ １ １ １ １ 下妻広域派遣 

計 ６ ７ ６ ８ ８ ８ ７ 対Ｈ１７：－１ 

産

業

課

→

産

業

振

興

課 

農 林 ３．５ ４ ４ ４ ４ ４ ４  

畜 産 園 芸 ２．５ ３ ４ ２．５ ２．５ ２．５ ３ 県派遣 1(H21) 

振 興 ３．５ ３ ４ ４．５ ４．５ ４．５   

農 村 整 備       １ 廃止（統合） 

商 工 労 働       ２ 廃止（統合） 

土地改良計画    ２．５    耕地課から 

土地改良整備    ２．５    耕地課から 

土 地 改 良 ４．５ ４ ４      

計 １５ １５ １７ １７ １２ １２ １１ 対Ｈ１７：＋４ 

耕

地

課 

土地改良計画     
廃 止 

３ ３ ３ 課廃止（Ｈ２０） 

産業振興課へ 

－７ 

土地改良整備    ３ ３ ３ 
計    ７ ７ ７ 

都

市

建

設

課 

工 務 ３ ３ ３ ３ ４ ４ ６  

用 地       ２ 廃止（統合） 

管 理       ２ 廃止（統合） 

用 地 管 理 ４ ４ ４ ５ ４ ４   

都 市 計 画 ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ３．５ ２  

区 画 整 理 ２．５ ３．５ ３．５ ３．５ ４．５ ５．５ ４  

換 地 補 償       ４ 廃止 

計 １４ １５ １５ １６ １７ １８ ２２ 対Ｈ１７：－８ 

会
計
室 

会 計 ３ ３ ３ ３ ３ ２ ２  

計 ４ ４ ４ ４ ４ ３ ３ 対Ｈ１７：＋１ 

上

下

水

道

課 

上 水 道 ３ ３ ３ ４ ６ ５   

水 道 業 務       ２ 廃止 

水 道 施 設       ３ 廃止 

下 水 道 ６ ６ ６ ６ ６ ６   

下水道業務       ２ 廃止 

下水道工務       ３ 廃止 

農 集 排 ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２  

計 １２ １２ １２ １３ １５ １５ １４ 対Ｈ１７：－２ 

事
務
局

議 

会 

庶 務 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ３ ３ ３ ３ ３ ３ ３ 対Ｈ１７：±０ 

 

農
委
事
務
局 

農 政 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

農 地 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ５ ５ ５ ５ ５ ５ ５ 対Ｈ１７：±０ 



学
校
教
育
課 

庶 務 ３ ３ ２ ２ ２ ２ ２  

学 務 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

計 ６ ６ ５ ５ ５ ５ ５ 対Ｈ１７：＋１ 

生

涯

学

習

課 

社 会 教 育 ７ ７ ７ ７ ７ ７ ４  

文 化       ３ 廃止 

社 会 体 育 ３ ３ ４ ４ ４ ４   

体 育 振 興       ３ 廃止 

体 育 施 設       １ 廃止 

公 民 館 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２  

図 書 館 ５ ５ ５ ５     

計 １８ １８ １９ １９ １４ １４ １５ 対Ｈ１７：＋３ 

図
書
館 

図 書 館    
廃 止 

４ ４ ４ 課廃止(H20)    －５ 

生涯学習課図書館係へ 計    ５ ５ ５ 

Ｃ 

給

食 

給 食 係 ８ ８ ８ ９ １１ １３ １１  

計 ９ ９ ９ １０ １２ １４ １２ 対Ｈ１７：－３ 

社

協 

 ０ ０ ０ ０ １ ２ ２  

計 １ １ １ １ １ ２ ２ 対Ｈ１７：－１ 

 合 計  １８５ １８８ １８６ １９０ １９５ １９８ １９８ 対Ｈ１７：－１３ 

  (A) (B) (C) (D) (E) (F)   
 
定員適正化計画 

 
平成２３年度における 

 
 

一般職員数 
 

Ｈ２３プラン  １８２ 
Ｈ23.4.1現在  １８５(A) 

＋３ 
 

 
 
 

 
（参 考） 

 
 

 

Ｈ２２プラン  １８５ 
Ｈ22.4.1現在  １８８(B) 

＋３ 
 

Ｈ２１プラン  １８８ 
Ｈ21.4.1現在  １８６(C) 

△２ 

Ｈ２０プラン  １９１ 
Ｈ20.4.1現在  １９０(D)  

△１ 
 

Ｈ１９プラン  １９４ 
Ｈ19.4.1現在  １９５(E) 

＋１ 

Ｈ１８プラン  １９７ 
Ｈ18.4.1現在  １９８(F)   

＋１ 
 

 

 



資料4

秘書課(7) ・秘書広報係 ・ｺﾐｭﾆﾃｨ係

総務課(13) ・庶務係 ・管財係 ・消防交通係

企画財政課(14) ・企画係 ・財政係 ・行革係
・情報政策係 ・下妻広域派遣

税務課(19) ・収納管理係 ・国保税係
・資産税係 ・住民税係

町 長 町民課(16) ・住民係 ・保険年金係

副 町 長 福祉保健課(23) ・社会福祉係 ・児童福祉係 ・介護保険係
・地域包括支援センター ・保健係

生活環境課(6) ・生活係 ・環境係 ・ｸﾘｰﾝﾊﾟｰｸ

産業振興課(15) ・農林係 ・畜産園芸係 ・振興係
・土地改良係

都市建設課(14) ・工務係 ・用地管理係
・都市計画係 ・区画整理係

会計管理者　　     会計室(4)

上下水道課(12) ・上水道係 ・下水道係 ・農集排係

町 議 会 議 長 議会事務局(3) ・庶務議事係

農業委員会 会 長 農委事務局(5) ・農政係 ･農地係

学校教育課(6) ・庶務係 ・学務係

教育委員会 教 育 長 生涯学習課(18) ・社会教育係 ・社会体育係
・公民館係 ・図書館係

給食センター(9)

土地開発公社

社会福祉協議会(1)

(財）ふるさと公社

合　　　計 一般職　185名 169 名（課長除）

　  平成２３年度八千代町行政機構図

・会計係

（総務課担当）

（福祉保健課担当）

（産業振興課担当）

・給食係


	01
表紙 
	02
行政改革進捗状況一覧表
	03
H22効果額報告
	04
平成23年度における行財政改革の動き
	05
1次プランの実施による効果額（資料1）
	06
定員適正化（グラフ）（資料2）
	07
組織機構対比表（資料3）
	08
行政機構図

